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1 R6.9.16 R6.11.1
・令和６年５月27日付６都市政緑第99号「協議結果通知書」
・令和６年５月13日付６都市政緑第99号「東京都市計画公園の変更について（中央区決定）【中央第２・２・14号
千代田公園】」

5 1 －
都市整備局都
市づくり政策
部緑地景観課

2 R6.9.16 R6.11.1 令和６年４月26日付６中環管第213号「東京都市計画公園の変更について」 34 1 1
〈７条６号〉
他の地方公共団体が、未公表な情報であること等を理由に不開示を希望した情報であり、東京都が公にすることで、区との信頼関係が損なわれ、都市計画に関す
る事業の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあるため。

都市整備局都
市づくり政策
部緑地景観課

3 R6.9.18 R6.11.1
・晴海五丁目西地区第一種市街地再開発事業権利変換計画案（平成28年４月）
・晴海五丁目西地区第一種市街地再開発事業権利変換計画案（平成28年９月）
・変更理由書（平成28年９月）

※ 1 －
都市整備局市
街地整備部再
開発課

4 R6.9.18 R6.11.1
・晴海五丁目西地区第一種市街地再開発事業審査委員名簿（平成28年４月）
・審査委員同意書（平成28年４月）
・審査委員同意書（平成28年９月）

※ 1 1 1

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害する恐
れがあるため。
（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるため。

都市整備局市
街地整備部再
開発課

5 R6.9.18 R6.11.1 晴海五丁目西地区第一種市街地再開発事業に関し、2016年4月1日～2016年12月末日までの関連文書 1 当該公文書は、実施期間では作成及び取得しておらず存在しない。
都市整備局市
街地整備部再
開発課

6 R6.10.21 R6.11.1
５都市整再第678号の公文書内に別紙「西富久地区市街地再開発組合累計補助金額（総計74億6635万円）」の書式
及び形式含め同じもの。

1 開示請求に係る公文書について、実施期間では作成及び取得しておらず存在しない。
都市整備局市
街地整備部再
開発課

7 R6.10.18 R6.11.1

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近２期分及び役員一覧
 （１）東京都知事許可第〇〇号　㈱〇〇
 （２）東京都知事許可第〇〇号　〇〇㈱
 （３）東京都知事許可第〇〇号　㈱〇〇
 （４）東京都知事許可第〇〇号　㈱〇〇
 （５）東京都知事許可第〇〇号　㈱〇〇
 （６）東京都知事許可第〇〇号　㈱〇〇
 （７）東京都知事許可第〇〇号　〇〇㈱

83 1 －
市街地建築部
建設業課

8 R6.11.1 R6.11.5 建設業許可業者一覧（東京都知事許可）　令和6年10月末現在 ※ 1 －
市街地建築部
建設業課

9 R6.10.28 R6.11.6

東京都の特別区に於ける市街地再開発事業手続の都市再開発法第１１１条「特別の事情」について再開発対象地区
の大多数の地権者が地上権設定型より地上権非設定型を選択するという判断に至らしめた経過を示す資料一式を請
求します。対象地区は下記の１地区。
・東京都豊島区南池袋二丁目C地区

1 開示請求に係る公文書について、実施期間では作成及び取得しておらず存在しない。
都市整備局市
街地整備部再
開発課

10 R6.10.9 R6.11.8

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近３期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(2)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(7)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(9)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(10)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

11 R6.10.9 R6.11.8

（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号（株）〇〇
（３）〇〇号（有）〇〇
（４）〇〇号　〇〇（株）
（５）〇〇号（株）〇〇
（６）〇〇号（有）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2021年から2024年の４期分決算変更届出書
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

12 R6.10.9 R6.11.8

（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号（株）〇〇
（３）〇〇号（有）〇〇
（４）〇〇号　〇〇（有）
（５）〇〇号（株）〇〇
（６）〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2021年から2024年４期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

13 R6.10.9 R6.11.8

（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号（株）〇〇
（３）〇〇号（株）〇〇
（４）〇〇号（株）〇〇
（５）〇〇号 〇〇(株)
（６）〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2021年から2024年４期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

14 R6.10.9 R6.11.8

（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号　〇〇（株）
（３）〇〇号　〇〇（株）
（４）〇〇号（株）〇〇
（５）〇〇号　〇〇（株）
上記全て建設業許可申請書
2021年から2024年４期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

15 R6.10.25 R6.11.8

下記全ての変更届出書のみ。2020～2023年の4期決算書
（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号  〇〇（株）
（３）〇〇号  〇〇（株）
（４）〇〇号  〇〇（同）
（５）〇〇号　〇〇（株）
（６）〇〇号 (有) 〇〇
（７）〇〇号（株）〇〇
（８）〇〇号　〇〇（合）
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

16 R6.10.28 R6.11.8
東京都国立市西二丁目〇番〇号の一部、同番〇号、同番〇号における建築基準法第43条第2項第2号の許可に関する
協定図、道に関する協定書、道に関する協定承諾書

2 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第一課

17 R6.10.28 R6.11.11

令和６年10月22日付の「別添資料」について
　※別添資料：「建設業法第31条の規定に基づく報告の聴取について」
　東京都都市整備局より、「建設業法第31条の規定に基づく報告の聴取について」の書面をゼネラルオーダー(株)
に発行するにあたり、第三者より情報提供があったとのこと
　その情報提供をした内容及び第三者　全てを開示請求する

1 1 1

（７条３号）
存否を応答することで、建設業法第31条の規定に基づく報告聴取が行われたことがあるか否か明らかにすることとなり、事業者の事業活動に何らかの問題がある
ものと疑いを生じさせ、事業者の事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。
（７条６号）
存否を応答することで、今後、調査に必要な情報を入手し、正確な事実を把握することが困難になり、建設業者の指導監督業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるため。

市街地建築部
建設業課

18 R6.10.30 R6.11.12
東村山市野口町一丁目〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇にお
ける建築基準法旧第43条第1項ただし書許可に関する法43条ただし書の道の説明図

1 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第二課

19 R6.10.30 R6.11.12
東村山市野口町一丁目〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇、〇番〇における建築基準法旧第43条第1項ただし書許可
に関する協定図

1 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第二課

20 R6.11.7 R6.11.14

建築計画概要書の第３面
12多建建二建第4970号
27多建建二建第6132号
20多建建二建第2959号
31多建建二建第3118号
18多建建二建第1745号

6 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第二課

21 R6.10.15 R6.11.14

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近３期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 〇〇(株)
(2)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(7)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(9)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(10)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

22 R6.11.6 R6.11.14
東京都知事許可第〇〇号　〇〇株式会社
決算変更届【第44期】R3.7.1～R4.6.30
（※閲覧対象部分のみ）

24 1 －
市街地建築部
建設業課

23 R6.10.18 R6.11.15

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近３期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(2)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(7)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(9)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(10)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

24 R6.9.19 R6.11.18
（１）令和３年２月１日受付 建設業許可申請書 様式第一号及び別紙四（専任技術者一覧表）
（２）令和３年２月1日受付 建設業許可申請書 別とじ　様式第七号（常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証
明書）

3 1 1 1

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため。
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

25 R6.11.7 R6.11.18 東京都建設業許可台帳（東京都知事許可　令和６年11月7日現在） ※ 1 －
市街地建築部
建設業課

26 R6.11.6 R6.11.20

下記建築物の「建築計画概要書」及び「付近見取図、配置図」
地番:中央区八重洲２-○-○
建築主名: ○○○○
建築確認番号:○○○○○○○○
確認済証発行年月日: S57/10/8

1 実施機関では、平成10年度以前に確認申請のあった建築計画概要書については、廃棄済であり、当該文書は存在しないため。
都市整備局市
街地建築部建
築指導課

27 R6.11.6 R6.11.20

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近２期分及び役員一覧
 （１）東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
 （２）東京都知事許可第〇〇号　〇〇（合）
 （３）東京都知事許可第〇〇号　〇〇(株)
 （４）東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
 （５）東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
 （６）東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
 （７）東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇

91 1 －
市街地建築部
建設業課

28 R6.11.11 R6.11.21

（１）建設業新規許可業者名簿
（東京都知事許可　令和６年９月）
（２）建設業新規許可業者名簿
（東京都知事許可　令和６年10月）

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

29 R6.10.22 R6.11.21

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近３期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(有)
(2)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(3)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(7)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(9)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

30 R6.10.22 R6.11.21

（１） 〇〇号 〇〇（株）
（２） 〇〇号（株）〇〇
（３） 〇〇号  〇〇（株）
（４） 〇〇号（株）〇〇
（５） 〇〇号（株）〇〇
（６） 〇〇号（株）〇〇
（７） 〇〇号（有）〇〇
（８） 〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2019年から2024年の6期分決算変更届出書
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

31 R6.10.22 R6.11.21

（１）〇〇号　〇〇（株）
（２）〇〇号（株）〇〇
（３）〇〇号　〇〇（株）
（４）〇〇号　〇〇（株）
（５）〇〇号（株）〇〇
（６）〇〇号（株）〇〇
（７）〇〇号（株）〇〇
（８）〇〇号　〇〇（株）
（９）〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2020年から2024年５期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

32 R6.10.22 R6.11.21

（１）〇〇号（株）〇〇
（２）〇〇号（株）〇〇
（３）〇〇号（株）〇〇
（４）〇〇号（有）〇〇
（５）〇〇号  〇〇(株)
（６）〇〇号（株）〇〇
（７）〇〇号（株）〇〇
（８）〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2019年から2024年６期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

33 R6.10.22 R6.11.21

（１）〇〇号　〇〇（株）
（２）〇〇号 （株）〇〇
（３）〇〇号  〇〇（株）
（４）〇〇号（有）〇〇
（５）〇〇号（有）〇〇
（６）〇〇号（株）〇〇
（７）〇〇号　〇〇（株）
（８）〇〇号（株）〇〇
上記全て建設業許可申請書
2019年から2024年６期決算変更届
（閲覧対象部分）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

34 R6.9.24 R6.11.22

東京都知事許可第〇〇号 株式会社〇〇
① 令和５年 10 月 23 日受付 建設業許可申請書
② 令和５年 10 月 23 日受付 建設業許可申請書 別とじ
③ 令和５年 10 月 23 日受付 建設業許可申請に際して提出された確認資料
④ 令和５年 10 月 23 日受付 役員等氏名一覧表
⑤ 令和元年９月 30 日受付 変更届出書（６期）
⑥ 令和元年９月 30 日受付 変更届出書（６期）別とじ
⑦ 令和２年 10 月９日受付 変更届出書（７期）
⑧ 令和２年 10 月９日受付 変更届出書（７期）別とじ
⑨ 令和 2 年 10 月 30 日受付 変更届出書（別紙８）の訂正について（７期）
⑩ 令和３年 11 月 17 日受付 変更届出書（８期）
⑪ 令和３年 11 月 17 日受付 変更届出書（８期）別とじ
⑫ 令和５年３月３日受付 変更届出書（９期）
⑬ 令和５年３月３日受付 変更届出書（９期）別とじ
⑭ 令和５年 10 月 23 日受付 変更届出書（10 期）
⑮ 令和５年 10 月 23 日受付 変更届出書（10 期）別とじ

※ 1 1 1 1

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができる。
（７条３号）
法人の財務等に関する内部管理情報であって、公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるた
め。
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

35 R6.10.25 R6.11.22

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近３期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(2)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(7)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(9)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

36 R6.9.24 R6.11.22

日本国憲法施行（1947年）後より2023年までに、東京都が外国国家（外国の都市や地方自治体は含まないが、外国
国家（中央政府）の省庁の下部部局（たとえば観光庁など）が相手方のものは含む。）と締結したすべての合意。
合意の名称として、「合意」、「協定」、「覚書」、「取決」、「取極」という名称のもの。姉妹都市や経済協力
など、内容は問わない。
なお、文書の言語については、日本語または英語で作成されたもの（日本語および英語の双方が存在する場合に
は、その双方）。

3 1 ―
基地対策部基
地対策担当

37 R6.9.24 R6.11.22

日本国憲法施行（1947年）後より2024年までに、東京都が外国国家（外国の都市や地方自治体は含まないが、外国
国家（中央政府）の省庁の下部部局（たとえば観光庁など）が相手方のものは含む。）と締結したすべての合意。
合意の名称として、「合意」、「協定」、「覚書」、「取決」、「取極」という名称のもの。姉妹都市や経済協力
など、内容は問わない。
なお、文書の言語については、日本語または英語で作成されたもの（日本語および英語の双方が存在する場合に
は、その双方）。

10 1 1 1 1

（７条３号、６号）
本文中の電話番号は、在日米軍に関する情報であり、公にすることにより、在日米軍の運営上の地位が損なわれる恐れがあるため。
また、非公開である当該協定に関する情報を、都が、米軍の了承なく公にすることにより都と米軍との信頼関係が損なわれ、米軍から必要な情報を適時適切に得
ることができなくなるなど、都の基地対策に関する事務又は事業の適切な遂行に支障を及ぼす恐れがあるため。
（７条４号）
日本側の署名欄における氏名並びに米側の署名欄における氏名及び日付の筆跡は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防に支障を及ぼ
すおそれがあるため。
（７条４号、６号）
添付されている図面は、施設の安全管理が阻害され公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼす恐れがあるとともに、犯罪を誘発し又は犯罪の実行を容易にする恐れ
があるため。また、都が、米軍の了承なく公にすることにより都と米軍との信頼関係が損なわれ、米軍から必要な情報を適時適切に得ることができなくなるな
ど、都の基地対策に関する事務又は事業の適切な遂行に支障を及ぼす恐れがあるため。

基地対策部基
地対策担当

38 R6.11.15 R6.11.22
建築計画概要書
令和５年度　第0114号
令和６年度　第2975号

16 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第一課

39 R6.11.19 R6.11.22
建築計画概要書
平成16年度　第0064号

4 1 －

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第一課

40 R6.10.10 R6.11.25

件名
現状平面図作成及び道路施設現況調査(６六町-4)
内容
特記仕様書、委託箇所図、金入りの設計書（委託総括書、種別内訳書、代価明細表）

※ 1 －

第一市街地整
備事務所六町
地区整備事務
所

41 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　〇〇株式会社
 東京都豊島区東池袋4-〇-〇
 令和６年６月期、決算変更届出書一式及び令和６年２月更新建設業許可申請書一式
（閲覧対象部分に限る）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

42 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　〇〇株式会社
 東京都新宿区高田馬場1-〇-〇
 令和２年４月期、令和３年４月期、令和４年４月期、令和５年４月期、令和６年４月期決算変更届出書一式
及び令和５年12月更新建設業許可申請書一式
（閲覧対象部分に限る）

105 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

43 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　株式会社〇〇
 東京都足立区西加平1-〇-〇
 令和６年６月期決算変更届出書一式、及び令和５年12月更新建設業許可申請書一式
（閲覧対象部分に限る）

37 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

44 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　株式会社〇〇
 東京都足立区中川4-〇-〇
 令和６年６月期、決算変更届出書一式
（閲覧対象部分に限る）

17 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

45 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　〇〇株式会社
 東京都豊島区東池袋4-〇-〇
 令和６年５月期決算変更届出書一式
（閲覧対象部分に限る）

14 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

46 R6.11.12 R6.11.26

 東京都知事許可第〇〇号　〇〇株式会社
 東京都江戸川区大杉1-〇-〇
 令和４年５月期決算変更届出書一式
（閲覧対象部分に限る）

21 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

47 R6.11.13 R6.11.27

下記全ての変更届出書
2020～2024年の５期決算書
（１）〇〇号  〇〇（株）
（２）〇〇号  〇〇（株）
（３）〇〇号　〇〇（株）
（４）〇〇号（株）〇〇
（５）〇〇号（株）〇〇
（６）〇〇号 (有) 〇〇
（７）〇〇号  〇〇（株）
（８）〇〇号（株）〇〇
（９）〇〇号（株）〇〇

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

48 R6.11.14 R6.11.28
 東京都知事許可第〇〇号　株式会社〇〇
 令和５年６月１日から令和６年５月３１日　変更届出書一式
（閲覧対象部分に限る）

※ 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

49 R6.10.29 R6.11.28

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近１期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(2)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(4)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(7)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

50 R6.11.27 R6.11.28 令和6年11月20日第○○○○建確○○○○○○○号における港区港南４丁目○○番○における建築計画概要書 ※ 1 －
都市整備局市
街地建築部建
築指導課

51 R6.11.18 R6.11.29

東京都知事許可第〇〇号
株式会社〇〇
令和６年４月期　決算書変更届一式
（閲覧対象に限る）

17 1 1
（７条４号）
印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため。

市街地建築部
建設業課

52 R6.11.1 R6.11.29

下記企業の建設業許可申請書に記載されている貸借対照表、損益計算書、直近５期分及び役員一覧の写し
(1)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(2)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(3)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(4)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(5)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(6)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(株)
(7)東京都知事許可第〇〇号 (株)〇〇
(8)東京都知事許可第〇〇号  〇〇(有)
(9)東京都知事許可第〇〇号 (有)〇〇
(10)東京都知事許可第〇〇号 〇〇(株)
(11)東京都知事許可第〇〇号(株)〇〇

※ 1 －
市街地建築部
建設業課

表の見方
＜決定区分＞
・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。
＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。
＜公文書の件名＞
・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。

＜公文書の枚数＞

・光ディスクへ複写し交付している場合は、「※」を記入しています。


